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骨転移（有痛性骨転移、脊髄圧迫、切迫骨折）

骨転移以外の疼痛を有する再発・転移病巣

脳転移

上大静脈症候群

気道狭窄、食道狭窄（腫瘍による）

腫瘍出血（進行胃癌、進行乳癌など）
他

（転移性、原発性いずれも適応となる）

症状の原因病変に照射
➡症状、QOLの改善

緩和的放射線治療の適応
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日本放射線腫瘍学会(JASTRO)における
緩和的放射線治療推進の活動

 JASTRO緩和的放射線治療委員会 (2019年～)

 日本放射線腫瘍学会と日本緩和医療学会との間で合同シンポ
ジウム開催の覚書 ：毎年交互に合同シンポジウムを開催

(2020年4月）

 厚労科研 茂松班 (2019年度～2021年度）

がん治療における緩和的放射線治療の評価と普及啓発のための研究

 厚労科研 大西班 (2021年度～2022年度）

放射線療法の提供体制構築に資する研究

緩和的放射線治療の提供体制の構築

 厚労科研 里見班 (2022年度～2024年度）

がん患者の療養生活の最終段階における体系的な苦痛緩和法の構築に関する研究

専門的がん疼痛治療の地域連携体制モデルの構築
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 がん診療における「緩和的放射線治療」の積極的な

活用に向けて 提言書

（日本放射線腫瘍学会・がん医療の今を共有する会）

 厚生労働科学研究費（がん対策推進総合研究事業）

緩和的放射線治療の普及・社会実装
に向けての施策

茂松班 大西班

日本放射線腫瘍学会(JASTRO) 緩和的放射線治療委員会

里見班

提言書
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緩和的放射線治療普及に向けて

日本放射線腫瘍学会（JASTRO)ホームページに掲載
https://www.jastro.or.jp/medicalpersonnel/palliative/提言書
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緩和照射がさらに積極的に活用されるよう、
いくつかの施策を提案

（１）医療従事者間の連携の強化

①地域医療における連携の強化

②院内連携の強化「骨転移キャンサーボード」の設置

（２）医師等の医療人材の育成

緩和照射等に関する医療従事者の認知度・理解の向上等

（３）市民に対する積極的な啓発・広報

院内での啓発、メディアや患者団体等を通じた情報提供、

学校教育

提言書
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日本放射線腫瘍学会(JASTRO)ホームページ
https://www.jastro.or.jp
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令和元年度～令和3年度
厚生労働科学研究費（がん政策研究事業）
がん治療における緩和的放射線治療の評価と
普及啓発のための研究

転移性骨腫瘍に対
する放射線治療の
多施設共同前向き
観察研究 （全国）

患者・一般市民に対
するアンケート調査

緩和照射のQuality 
Indicatorの開発

がん拠点病院で保
有割合13%
⇒職種・診療科横断的なア
プローチが骨転移診療の向
上に貢献

茂松班

8



日本放射線腫瘍学会(JASTRO)ホームページ
https://www.jastro.or.jp/medicalpersonnel/palliative/
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緩和的放射線治療 地域連携の現状
ー放射線治療装置のない施設との連携ー

〔茂松班研究〕
緩和照射における放射線治療装置のない施設との
連携に関する全国実態調査を実施

現状、緩和照射の地域連携が不十分である。

⇒連携の障壁を地域・病院の特性に応じて検討。改善案の提示

⇒●緩和照射が必要な患者に速やかに放射線治療を行える
体制づくり。モデル施設づくり（地域のニーズに合わせた）
●院内において緩和ケアチームとの連携、骨キャンサーボードの推進

83%の施設が
30%未満の紹介

10例以下の紹介
が過半数

茂松班
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【緩和的放射線治療の普及啓発】
リーフレット（放射線治療による緩和ケア）を全国へ配布
（緩和ケアチーム、在宅医療施設およびJASTRO認定施設、計1650施設に送付）

茂松班
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地域医療機関との連携 （緩和照射）

放射線腫瘍科
放射線治療部門

当該診療科
緩和ケアチーム

整形外科
画像診断科

地域医療機関

外来通院による緩和的放射線治療
ＰＳ、症状に合わせた治療

・事前相談
・治療スケジュールの検討
・通院状況の確認
・全身状態・病態の確認
・診察・治療計画・治療開始を
最短で！

地域緩和ケアネット
ワーク・地域の研究会

を活用

地域連携
顔の見える多職種連携を

緩和照射 地域連携

正式な依頼前の
早め電話等での相談

放射線治療の
準備がしやすい

院内・院外とも紹介から照射開始までの期間に差なし 12



緩和的放射線治療 地域連携モデル

厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業）
がん治療における緩和的放射線治療の評価と普及啓発のための研究

茂松班

JASTRO HP13



緩和的放射線治療 地域連携モデル

JASTRO HP14



緩和的放射線治療 地域連携モデル

JASTRO HP

茂松班
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緩和的放射線治療 地域連携モデル

厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業）
がん治療における緩和的放射線治療の評価と普及啓発のための研究

茂松班

JASTRO HP16



各種連携補方法（窓口）の提示
②地域医療連携室
③整形外科や緩和ケアチーム
④地域医療連携ネットワーク

JASTRO HP
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 はじめに

 骨転移キャンサーボードの意義

 骨転移キャンサーボードにおける各診療科・職種の役割

 多職種・多診療科で協議すべき病態

 参加が望ましい職種・診療科、協議するポイント

茂松班

骨転移診療において多職種・多診療科で協議すべき
病態に関する提言
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多職種・多診療科で協議すべき病態

Ⅰ. 手術適応を含めた治療方針の検討が必要な病態
1. 脊髄圧迫/脊柱管内進展を伴う骨転移を有する患者

2. 起き上がり動作時の疼痛など脊椎転移による脊椎不安定性が疑われる患者

3. 疼痛もしくは骨破壊のある長管骨または骨盤骨（臼蓋）転移を有する患者

Ⅱ. 手術適応は乏しいが高度な治療方針の検討が必要な病態
1. 照射後の疼痛遷延、増悪する患者

2. 疼痛部位が多数存在する患者

3. 全身治療との兼ね合いおよび在宅や転院にむけての準備段階にある患者

Ⅲ. 診断に関する検討が必要な病態
1. 診断未確定（原発不明）で骨転移を有する患者

2. 骨転移の診断に苦慮する患者

茂松班

19



１）推奨されている緩和的放射線治療の普及

Quality Indicator (QI)を用いた全国多機関観察研究

→全国34施設(大学病院～一般病院）で実施

緩和照射（骨転移・脳転移）の質を評価し、わが国の現状把握

➡解析開始中

施設規模、機能別、地域別に緩和照射の質を解析

→推奨される緩和照射の普及のための提言を作成

目的：
症状緩和で重要な役割を担う緩和的放射線治療において、
地域や医療機関の規模に応じた地域連携の実態を調査し、
適切な緩和的放射線治療の提供体制の確立を目指す。

大西班 令和3年度～令和４年度
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２）緩和的放射線治療の実態把握と普及の障壁に関するアンケート調査

対象：放射線治療専門医

質問内容：30項目

・緩和照射の実態調査調査

・院内・院外連携（紹介方法の詳細、他部門との連携）

・普及の障壁

・単回の普及度 等の調査項目

➡調査結果を集計し解析中

施設規模、機能別、地域別に緩和照射の質を解析

→緩和照射の普及のための障壁を明らかにし、提言を作成

目的：
症状緩和で重要な役割を担う緩和的放射線治療において、
地域や医療機関の規模に応じた地域連携の実態を調査し、
適切な緩和的放射線治療の提供体制の確立を目指す。

大西班 里見班
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里見班 がん患者の療養生活の最終段階における体系的な
苦痛緩和法の構築に関する研究

◎緩和照射の地域連携等に関する実態調査
◎緩和照射地域連携モデルの実装化
◎連携システム・情報提供（放射線治療施設等）システムの開発
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Q10-1. あなたの施設において緩和的放射線治療をもっと勧めるべきとお考えでしょうか？

Q10-2.  緩和的放射線治療を増やしにくい理由は何であるとお考えでしょうか？

大西班 里見班

緩和的放射線治療の実態把握と普及の障壁に関するアンケート調査
（途中経過）
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Q11-1. 骨転移の単回照射に抵抗を感じる理由や状況はありますか？

Q11-2. 骨転移に対する単回照射はどのようなときに勧めていますか？

大西班 里見班

単回照射
地域連携・就労等

に親和性

緩和的放射線治療の実態把握と普及の障壁に
関するアンケート調査
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Ⅱ 地域がん診療連携拠点病院の指定要件について

２ 診療体制

（１）診療機能

③緩和ケアの提供体制

ⅱ 緩和的放射線治療を患者に提供できる体制を整備すること
。また自施設の診療従事者に対し、緩和的放射線治療の院内
での連携体制について周知していることに加え、連携する医療
機関に対し、患者の受入れ等について、周知していること。さら
に、ホームページ等で、自施設におけるこれらの実施体制につ
いてわかりやすく公表していること。

がん診療連携拠点病院等の指定要件（令和4年度）
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 地域の連携を図り、緩和照射普及に関する様々な提言
やコンテンツ（地域連携モデル・リーフレット等）を活用
して、緩和的放射線治療の普及、社会実装を図る。

 緩和的放射線治療の普及・啓発をはかり、多職種連携
・地域連携、緩和ケアチーム等との連携を通じて、必要
とされる多くの患者に緩和的放射線治療を提供する体
制を整備していく必要がある。
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